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概要：情報通信機器の高度化，パーソナル化により，個人の行動履歴の取得が容易となった．これに伴い，ユーザの

ライフスタイルを改善する手法のひとつとして行動変容が挙げられている．行動変容には行動への介入前，介入中，
介入後の観察が重要とみなされているが，特に介入前のデータについては関係者の間でも充分な知見の共有がなされ

てはいない．本稿ではスマートフォン向けアプリケーションから取得した行動履歴を使って都市部にある駅前商業施

設を利用しないユーザのライフスタイルを分析，考察し，介入前データのひとつの形を提示する， 
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1. はじめに 

	 スマートフォンに代表される情報通信機器の高度化，パ

ーソナル化により，個人の日常的な行動履歴の取得が容易

となった．ユーザの行動履歴を取得するためには，GPSや

無線 LAN の電波強度から位置情報を計測し，加速度セン

サでユーザの動きを計測する．こうして計測されたデータ

はそれだけでは行動履歴に結びつかない生データであり，

複数の生データを組み合わせてユーザの動態を判定したり，

地図情報と比較して場所を特定したりすることで，ようや

く個人の行動履歴，ひいては生活スタイルが浮かび上がっ

てくる．同時に，近年ではこのようにして取得された行動

履歴をライフスタイルの改善に活用するための研究が幅広

く進められ，様々な分野で新たな価値の創出が検討されて

いる． 

このユーザのライフスタイルを改善する手法のひとつとし

て挙げられるものが行動変容である．行動変容は，対象と

する行動に対してなんらかの介入をして変容を生じさせる

ことが目的であるため，介入前，介入中，介入後の観察と

効果測定が重要とみなされている．一方，個人の日常的な

行動履歴に基づく介入前データは関係者の間でも充分な共

有がなされておらず，このことが行動変容を起こす介入へ

の評価を不分明なものにする要因のひとつになっていると

考えられる． 

	 本稿では，レイ・フロンティア株式会社が３年前から提

供，運営しているスマートフォン向けライフログアプリケ

ーション「SilentLog」を通じて取得された行動履歴から見

えてきた個々人のライフスタイルの一部を介入前データと

して共有し，もって行動変容研究の一助とする． 
                                                                    
 †1レイ・フロンティア株式会社 
   Rei-Frontier Inc.  

 

2. 行動履歴データの取得および分析内容 

	 分析の対象とした行動履歴はアップル社の iPhone 向け

にリリースされている「SilentLog」アプリケーションのユ

ーザのうち，研究利用への承諾を得たユーザのものである．

同アプリケーションでは GPS センサから得られる測位デ

ータと加速度センサなどから得られるデータを組み合わせ

ることで，ユーザの移動手段を「歩行」「乗り物」「滞在」

の三形態に判定している． 

	 取得された各種センサからの生データは，アプリケーシ

ョン経由で弊社サーバへと送られ，サーバ上で機械学習な

どを用いた分析を行う．ここでの分析では，ユーザの性別

や年代，居住地，勤務地を推定すると同時に，高頻度に滞

在する場所や生活パターンの特定，利用している乗り物の

種別，路線判定を行い，さらにその結果を元に地理座標か

らの地名，住所，建物名，店舗名判定や，家賃，年収の推

定を行う． 

 

2.1 SilentLog アプリケーションのユーザ分布 

	 SilentLogのユーザは一日あたり約 30000人．男女比は全

ユーザに対して 82.7％が男性，17.3％が女性である．年代

別の構成比は全ユーザに対して，10代 3.6％，20代 12.4％，

30代 20.1%，40代 32.9％，50代 22.1％，60代以上 6.1％と

なっている．このため性別や年代を考慮せずに単純平均の

みで算出した分析結果では 30代から 50代の男性の特性が

強く出る． 
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3. 分析対象地域と分析の目的 

	 本稿での分析は，主に神奈川県横浜市一帯に居住するユ

ーザを対象として実施した．同地域の特徴として，東京都

区内のような極端な電車偏重ではなく一定の自家用車利用

があること，市に居住する人口が多くかつ東京都へのベッ

ドタウン的な側面を持っており 30 代，40 代のファミリー

層が一定数居住していることが挙げられる． 

	 また本稿における分析のゴールは「平日に横浜駅で乗降

しているものの，土日祝日に横浜駅近郊の商業施設や観光

施設を利用していないユーザのライフスタイルを把握する」

である．これは大型の中核ターミナルという，ある種，現

実における情報ハブである場所に接触する頻度が高いにも

関わらず，消費行動が主に行われる土日祝日には中核ター

ミナルやその周辺を利用しないユーザのライフスタイルと

言い換えることができる．従来の POSを使った来店客分析

では当該施設に訪れた人の姿しか明らかにできなかったが，

行動履歴からの分析であれば，本稿のようにその場所に来

る可能性があるにも関わらず来ていない人を把握すること

ができる． 

 

4. 分析結果と考察 

	 図１は 2016 年１月２日から 12 月 31 日までの土日祝日

120 日間に横浜市を中心とした近隣大型商業施設の利用者

1401ユーザを推定居住地別に分類したものである．横浜駅

前の商業施設では約 50％が横浜市居住のユーザであり，東

京都居住ユーザの利用は約 17％に留まる．これに対 

して川崎駅前の商業施設では約 26％が川崎市居住ユーザ

に留まる一方，東京都居住ユーザの利用が約 41%と突出し

ている．また同じ横浜市内の商業施設でも車での利用が主

となる市北部の商業施設では東京都居住ユーザの利用が約

21％となるなど，駅前の商業施設よりも幅広い地域からユ

ーザが訪れていることがわかった．この分析から横浜駅前

の商業施設を利用しないユーザは「東京都圏に居住」「横浜

市北部の鉄道不便地域に居住」「藤沢市など，横浜駅前に鉄

道や車での往来が不便な地域に居住」していると考えられ

た ．

 

図 1 

 

図 2 

 

	 図１での考察を受けて，本稿での分析対象ユーザをもっ

とも行動変容の可能性が高い横浜市内居住ユーザに絞り込

み，同ユーザに対して各年代によく訪れる場所（高頻度滞

在場所）をクラスタリングしたものが図２である．20代男

性は「新横浜駅周辺の繁華街」や「横浜駅前の複合型娯楽

施設」「横浜駅前の家電量販店」，20代女性は「横浜駅東口

の地下街」や「田園都市線沿いにある商業施設」「横浜市内

北部にある大型商業施設」での滞在が多かった．対して 30

代男性は「新横浜駅の家具量販店」や「市郊外の住宅展示

場」「田園都市線沿いにある商業施設」，30代女性は「横浜

市北部の大型インテリア店」「横浜市北部の大型商業施設」

「田園都市線沿いにある商業施設」とライフスタイルの変

化が見受けられた．ライフスタイルの変化は 40 代でも確

認でき，40 代男性は「新横浜駅のスーツ量販店」「みなと

みらい地区にある都市公園」「横浜市郊外にある大型病院」

「横浜駅前にある喫茶店」が，40代女性は「川崎市にある

ショッピングモール」「新横浜駅の家具量販店」「みなとみ

らい地区にある都市公園」「横浜市郊外にある大型病院」で

の滞在が多かった．年代による単純区分ではあるが，ユー
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ザを取り巻く環境の変化がユーザ自身の行動に影響を与え

ている．言い換えればライフステージの変化がライフスタ

イルを決定していることが実際のデータからも明らかにな

った．その上で，この分析から横浜駅前の商業施設を利用

しないユーザは「横浜駅前の商業施設は日用品や消耗品を

買う場ではなく特別な買い物をする，ハレの場であると認

識している」「ライフステージの変化が従来は横浜駅前を利

用していたユーザを同駅前から遠ざける因子となっている」

可能性があると考えられた． 

 

 

図 3 

 

	 ここまでの考察を踏まえた上で，2016 年７月 10 日から

2016 年 12 月 31 日の半年間の平日に横浜駅で乗降してお

り，かつ推定居住地が横浜駅前への往訪に交通環境上影響

の少ない地区にあるにも関わらず，土日祝日に横浜駅近郊

の商業施設や観光施設を利用していない 186ユーザを対象

に，各ユーザの高頻度滞在場所を上位 10 箇所に絞ってク

ラスタリングしたものが図表３（部分抜粋）である．対象

となった 186ユーザの年代内訳は，10代 8名，20代 38名，

30代 37名，40代 61名，50代 29名，60代以上 13名であ

る．男女比は全体ユーザに対しておよそ２：１の比率で男

性ユーザが多かった．クラスタリングされた滞在場所のう

ち，特に消費行動の活発な 30代から 50代のユーザに共通

して見受けられた場所が保育園と小学校（出現頻度 20％）

であった．同時にそれらのユーザは，郊外のファーストフ

ード店，大型ショッピングモール，ドラッグストアでの滞

在回数も多く，また滞在時間そのものも長かった．なお，

これら抽出された商業施設は鉄道で利用するには不便な店

舗が多く，ユーザの多くが休日には車で移動していると考

えられた．またユーザの推定居住地と推定勤務地から月収

に対する住居費の割合は約 28％と考えられた．この結果，

平日に横浜駅前を利用しておりその地域の情報への接点が

多いものの，土日祝日に交通上不便ではない同駅前を利用

しないユーザは「子どもという因子が強く影響」しており，

消費行動を起こす場所の選定には取扱品の価格やブランド

認知（日用品を取り扱っているイメージ）だけでなく，車

で移動できることや子どもを連れて滞在できる時間の長さ

も基準になっていると考えられる．そういったユーザの環

境の変化を判定するひとつの指針として，20 代や 30 代で

は「推定居住地近くの公園」への滞在頻度増，30代や 40代

で「推定居住地近くの保育園や小学校」「家具量販店や住宅

展示場」への滞在頻度増が挙げられる．なお 50代のユーザ

で学校などへの滞在頻度が著しく低下するのは「子育てが

ひと段落した」と考えることもできる．もっとも 30代，40

代で変容した横浜駅前の商業施設を使わないという行動が

50代になって戻るわけではない．今後はこれらの分析結果

などを元に各年代に行動変容を起こす強化子を特定し，変

容への介入中，介入後の観察と効果測定を行っていく必要

がある． 

 

5. まとめ 

	 本稿では個人からの取得が容易となった行動履歴から，

ひとつの課題を設定して都市生活者のライフスタイルや行

動決定の基準を分析，考察した．こうした形で行動変容に

おける介入前データの取得ができるようになった現在，次

の課題は介入中，介入後の大規模データの取得と分析をど

ういった環境や体制で行うかという点である．その環境が

得られれば，ようやくオペラント条件づけにおける報酬を

どの程度の量にすると適切な結果が得られるのかといった

本格的な機械学習の社会実験に取り組むことができる．一

方で，個人情報保護法改正の動きなどもあり，個人から行

動履歴を提供していただく段階でどういった報酬を提供す

るべきかという問題は既に起きている．これらの点を踏ま

えると，現在は個別で対応している感もある行動履歴の取

得から行動変容実施までを一連の流れとして捉え，どうい

ったアプローチであればユーザとデータ利用者の双方に便

益をもたらすことができるのかを設計する必要があり，今

後は行動履歴からのデモグラフィック分析やライフスタイ

ル分析の機械化を一層進めると同時に，行動変容を起こす

アプローチモデルについても検討していく予定である． 


